
 

記者発表資料 

 

平成２０年１２月１５日 

内閣府（防災担当） 

 

 

「事業継続計画策定促進方策に関する検討会」（第１回） 

の開催について 
 

 

平成 20 年 1 月に実施した「企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」

によれば、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定率は、大企業で約 2 割、中堅企業で   

約 1 割と未だに低い水準にあります。自然災害に対する経済の脆弱性を克服する

ためには、東海地震、東南海・南海地震、首都直下地震又は日本海溝・千島海溝

周辺海溝型地震に係わる地震防災戦略で位置づけているとおり、ＢＣＰ策定を 

強力に促進することが不可欠です。 

そこで、内閣府では、ＢＣＰ策定時の問題点・課題に対応し、ＢＣＰ策定が   

促進される環境の整備を進めることを目的として、本検討会を下記のとおり開催

することといたしました。 

 
記 

 
 
１．日 時：平成 20 年 12 月 16 日（火） 10:00～12:30 

 

２．場 所：内閣府（防災担当）防災Ａ会議室（中央合同庁舎第５号館３階） 

 

３．議 題： 

   ・ ＢＣＰ策定に係る専門的・実践的なノウハウ・スキルの向上に向けた 

環境の整備について 

 

４．委 員：別紙のとおり 

 

５．取 材： 

・ 会議は非公開。ただし、冒頭挨拶時カメラ撮り可。 

・ 後日、議事概要を内閣府において貼り出し予定。

永田クラブ 

経済研究会 

国土交通記者会 へ貼り出し 

＜本件問い合わせ先＞ 
内閣府政策統括官(防災担当)付 
災害予防担当参事官付補佐 金山 宏一 
         同主査 竹島 大祐 
TEL：03-3503-9394(直通) FAX：03-3597-9091 



 

（別紙） 

 

 
事業継続計画策定促進方策に関する検討会 委員名簿 

 
 

 

敬称略・五十音順 

 

渥美 敏之 静岡県 産業部 商工業局 商工振興室  室長 

宇佐美  博 ＳＭＫ株式会社 経営企画室 室長 

大林 厚臣 慶應義塾大学 教授  

加賀谷哲之 一橋大学大学院 准教授 

角野 真一 株式会社ニューオータニ 内部統制推進室事務局 兼  

   セキュリティ室 マネージャー 

田中 誠 公認会計士 

傳田  純 東京都 産業労働局 商工部  経営支援課長 

成田 庄二 株式会社セブン＆アイ・ホールディングス  

総務部グループ 渉外シニアオフィサー 

野田健太郎 株式会社日本政策投資銀行 公共ソリューション部  

   ＣＳＲ支援室長 

細坪 信二 特定非営利活動法人危機管理対策機構 事務局長 

丸谷 浩明 財団法人建設経済研究所 研究理事 

   特定非営利活動法人事業継続推進機構 理事長 

   本山  公裕 大成建設株式会社 総務部 総務室 課長 

渡辺 研司 長岡技術科学大学大学院 准教授 

  

 


